
規 則

訓 令

�愛媛県規則第３８号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年１２月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第１９号
庁 中 一 般

保 健 所

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年１２月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則…………………………………………………（薬務衛生課）……１

訓 令

○ 愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令………………………………………………………………………（薬務衛生課）……１

人事委員会規則

○ 初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………（人事委員会事務局）……５

○ 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………（ 〃 ）……６

公安委員会規則

○ 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１４条第３項の身分を示す証明書の様式を定める規則………………………………（警察本部組織犯罪対策課）……７

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

麻薬中毒審査会委員

愛媛県薬物指定審査会委員

省略

省略

麻薬中毒審査会委員

省略
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改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務

は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）、薬剤師法（昭和３５年法律

第１４６号）、麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法（昭 和２８年 法 律 第１４
� �

号）、大麻取締法（昭和２３年法律第１２４号）、覚せい剤取締法

（昭和２６年法律第２５２号）、あへん法（昭和２９年法律第７１号）

、毒物及び劇物取締法 （昭和２５年法律第３０３号）及び愛媛県

薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３号）

に関すること。

�～� 省略

省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律、薬剤師法、麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、
� �

覚せい剤取締法、あへん法、毒物及び劇物取締法及び愛媛県薬

物の濫用の防止に関する条例に関すること。

�～� 省略

省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～	 省略


 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律第７６条の８第１項の規定による報告の徴収及び立入検

査等に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１８条第１項の規定に

よる質問に関すること。


 省略

２ 前項第１５号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

（分掌事務）

第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務

は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）、薬剤師法（昭和３５年法律

第１４６号）、麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法（昭 和２８年 法 律 第１４
� �

号）、大麻取締法（昭和２３年法律第１２４号）、覚せい剤取締法

（昭和２６年法律第２５２号）、あへん法（昭和２９年法律第７１号）

及び毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）

に関すること。

�～� 省略

省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

企画課

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律、薬剤師法、麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、
� �

覚せい剤取締法、あへん法及び毒物及び劇物取締法

に関すること。

�～� 省略

省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～	 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１４号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分 組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

企

画

課

１～１４ 省略 企

画

課

１～１４ 省略

１５ 医薬品、

医療機器等

１～７ 省略 １５ 医薬品、

医療機器等

１～７ 省略

８ 報告の徴収及び立入検査等 ○ ８ 報告の徴収及び立入検査等 ○
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第２条 愛媛県保健所処務規程の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の品質、有

効性及び安

全性の確保

等に関する

法律（昭和

３５年法律第

１４５号）の

施行に関す

る事務

（動物用医薬品等に係るもの

を除く。）（第６９条第１項か

ら第４項まで

、改正法附則第９条第１

項、第１１条第１項）

の品質、有

効性及び安

全性の確保

等に関する

法律（昭和

３５年法律第

１４５号）の

施行に関す

る事務

（動物用医薬品等に係るもの

を除く。）（第６９条第１項か

ら第４項まで、第７６条の８第

１項、改正法附則第９条第１

項、第１１条第１項）

９ 省略 ９ 省略

１６～２１ 省略 １６～２１ 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１４条第１項の規定に

よる報告の徴収及び立入検査等に関すること。

� 省略

� 省略

２ 省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

薬

務

衛

生

課

１ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

１～１１ 省略 薬

務

衛

生

課

１ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

１～１１ 省略

１２ 広告の中止命令等（第７２条

の５）

○

１３ 指定薬物等に関すること。 １２ 指定薬物 に関すること。

� 指定薬物等である疑いが

ある物品の検査命令等（第

７６条の６第１項から第３項

まで）

○ � 指定薬物 である疑いが

ある物品の検査命令等（第

７６条の６

）

○

� 検査結果の通知及び報告

（第７６条の６第４項、第５

項）

○

� 省略 � 省略
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第４条 愛媛県庁事務決裁規程の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

事務 � 広告の中止命令等（第７６

条の７の２）

○ 事務

� 報告の徴収及び立入検査

等（第７６条の８第１項）

○

２～２３

省略

２～２３

省略

２４ 愛媛

県薬物

の濫用

の防止

に関す

る条例

の施行

に関す

る事務

１ 知事指定薬物の指定に関す

ること。

� 指定（第１１条第１項、第

３項、第４項）

○

� 審査会の意見聴取（第１１

条第２項）

○

� 指定の失効の告示（第１２

条第２項）

○

２ 緊急時の勧告等（第１７条） ○

３ 質問及び販売の自粛の要請

等（第１７条第２項、第１８条）

○

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

畜

産

課

１～２５

省略

畜

産

課

１～２５

省略

２６ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～１４ 省略 ２６ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～１４ 省略

１５ 広告の中止命令等（第７２条

の５）

○

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 省略 １７ 省略

１９ 省略 １８ 省略

２０ 省略 １９ 省略

２１ 省略 ２０ 省略

２７～３０

省略

２７～３０

省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項
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人事委員会規則

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、平成２７年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１４６
初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年１２月２４日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

初任給調整手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１１５）の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

別表（第６条関係）

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

薬

務

衛

生

課

１～２３

省略

薬

務

衛

生

課

１～２３

省略

２４ 愛媛

県薬物

の濫用

の防止

に関す

る条例

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ２４ 愛媛

県薬物

の濫用

の防止

に関す

る条例

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 報告の徴収及び立入検査等

（第１４条第１項）

○

３ 警告（第１５条第１項、第２

項）

○

４ 廃 棄 命 令 等（第１６条 第１

項、第２項）

○

５ 省略 ２ 省略

６ 省略 ３ 省略

職員の区分

期間の区分

職員給与条例１号職員 職 員 給 与 条

例 ２ 号 職 員

職 員 給 与 条

例 ３ 号 職 員１ 種 ２ 種 ３ 種 ４ 種 ５ 種

円 円 円 円 円 円 円

� １年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ５０，３００ ３０，２００

� １年以上２年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ５０，３００ ２７，２００

� ２年以上３年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ５０，３００ ２４，２００

� ３年以上４年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ５０，３００ ２１，１００

� ４年以上５年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ５０，３００ １８，１００

� ５年以上６年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ５０，３００ １５，１００

� ６年以上７年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ４８，５００ １２，１００

� ７年以上８年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ４６，７００ ９，１００

	 ８年以上９年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ４４，９００ ６，０００


 ９年以上１０年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ４３，１００ ３，０００

� １０年以上１１年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ４１，３００

� １１年以上１２年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ３９，５００


 １２年以上１３年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ３７，７００

� １３年以上１４年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ３５，９００
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の初任給調整手当の支給等に関する規則別表の規定は、平成２６年４月１日から適用する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１４７
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年１２月２４日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� １４年以上１５年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ３４，５００

� １５年以上１６年未満 ４１２，２００ ３６６，７００ ３０７，０００ ２４９，８００ １８３，７００ ３３，１００

� １６年以上１７年未満 ４０７，８００ ３６２，７００ ３０３，７００ ２４７，２００ １８２，１００ ３１，７００

� １７年以上１８年未満 ４０３，４００ ３５８，７００ ３００，４００ ２４４，６００ １８０，５００ ３０，３００

� １８年以上１９年未満 ３９９，０００ ３５４，７００ ２９７，１００ ２４２，０００ １７８，９００ ２８，９００

� １９年以上２０年未満 ３９４，６００ ３５０，７００ ２９３，８００ ２３９，４００ １７７，３００ ２７，５００

� ２０年以上２１年未満 ３９０，２００ ３４６，７００ ２９０，５００ ２３６，８００ １７５，７００ ２６，１００

� ２１年以上２２年未満 ３７０，８００ ３２９，８００ ２７６，７００ ２２４，８００ １６６，５００ ２５，５００

	 ２２年以上２３年未満 ３５１，０００ ３１２，６００ ２６２，７００ ２１２，９００ １５６，７００ ２４，９００


 ２３年以上２４年未満 ３３１，７００ ２９５，９００ ２４９，２００ ２００，９００ １４７，６００ ２３，９００

� ２４年以上２５年未満 ３１２，３００ ２７９，０００ ２３５，３００ １８９，１００ １３７，９００ ２３，３００

� ２５年以上２６年未満 ２９２，８００ ２６２，１００ ２２１，６００ １７７，３００ １２８，７００ ２２，７００


 ２６年以上２７年未満 ２７０，１００ ２４１，３００ ２０４，０００ １６２，９００ １１７，７００ ２２，１００

� ２７年以上２８年未満 ２４７，９００ ２２０，９００ １８６，９００ １４８，６００ １０７，３００ ２１，５００

� ２８年以上２９年未満 ２２５，５００ ２００，５００ １６９，６００ １３４，３００ ９７，０００ ２０，７００

� ２９年以上３０年未満 ２０２，７００ １７９，７００ １５２，０００ １２０，０００ ８６，０００ ２０，４００

� ３０年以上３１年未満 １７７，９００ １５７，８００ １３４，０００ １０５，０００ ７５，４００ ２０，０００

� ３１年以上３２年未満 １５３，０００ １３５，９００ １１５，７００ ９０，２００ ６４，３００ １９，４００

� ３２年以上３３年未満 １２８，４００ １１４，２００ ９７，８００ ７５，０００ ５３，９００ １８，５００

� ３３年以上３４年未満 ９０，３００ ８２，３００ ７１，８００ ５５，９００ ３９，７００ １７，６００

� ３４年以上３５年未満 ５５，０００ ５２，５００ ４７，５００ ３７，５００ ２６，５００ １６，９００

備考１ この表において、期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第４条各号の職員となつた日以後の期間を示す。

２ この表において、「職員給与条例１号職員」とは職員給与条例第１８条の４第１項第１号の職を占める職員を、「職員給与条例２

号職員」とは同項第２号の職を占める職員を、「職員給与条例３号職員」とは同項第３号の職を占める職員をいう。

３ この表において、「１種」とは第２条第１項第１号の職を占める職員を、「２種」とは同項第２号の職を占める職員を、「３種」

とは同項第３号の職を占める職員を、「４種」とは同項第４号の職を占める職員を、「５種」とは同項第５号の職を占める職員を

いう。

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第
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公安委員会規則

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則第１４条第１項及び第２項並びに第１４条の２第１項の規定は、平成２６年１２月１日か

ら適用する。

�愛媛県公安委員会規則第１０号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１４条第３項の身分を示す証明書の様式を定める規則を次のように定める。

平成２６年１２月２４日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１４条第３項の身分を示す証明書の様式を定める規則

愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３号）第１４条第３項の身分を示す証明書は、身分証明書（別記様式）によ

るものとする。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の１０２．５以上１００分の１６５以

下（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下

この条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１２８．５以上１００分の２０５以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の９１以上１００分の１０２．５未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１１４以上１００分の１２８．５未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の７９．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の９９．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の７９．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の９９．５未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１６５とする。

３ 省略

第１４条の２ 再任用職員の成績率は、当該職員の職務について監督

する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、当該職員が次

の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範

囲内を基本として、任命権者が定めるものとする。

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の３７．５超（特定幹部職員にあ

つては、１００分の４７．５超）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の３７．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の４７．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の３７．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の４７．５未満）

２ 省略

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の８３．５以上１００分の１３５以

下（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下

この条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１０９．５以上１００分の１７５以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の７４以上１００分の８３．５ 未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の９７以上１００分の１０９．５ 未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の６４．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の８４．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の６４．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の８４．５未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１３５とする。

３ 省略

第１４条の２ 再任用職員の成績率は、当該職員の職務について監督

する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、当該職員が次

の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範

囲内を基本として、任命権者が定めるものとする。

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の３２．５超（特定幹部職員にあ

つては、１００分の４２．５超）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の３２．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の４２．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の３２．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の４２．５未満）

２ 省略
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別記様式

（表） （裏）

８５ミリメートル

第 号

５５
ミ
リ
メ
ー
ト
ル

愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（抜粋）

（立入検査等）
第１４条 （略）
２ 公安委員会は、この章の規定を施行するため必要があると認め
るときは、その警察職員に、貯蔵者等の店舗その他必要な場所に
立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問
させることができる。

３ 前２項の規定により立入検査、質問又は収去をする者は、第１
項の職員にあっては規則で、前項の警察職員にあっては公安委員
会規則で定めるその身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が
あったときは、これを提示しなければならない。

４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認め
られたものと解釈してはならない。

身 分 証 明 書

写

真

所 属

職氏名

上記の者は、愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１４条第２

項の規定による立入検査等を行う警察職員であることを証明する。

年 月 日

愛媛県公安委員会 �

平
成
２６
年
１２
月
２４
日

発
行

愛
媛

県
報

平
成
２６
年
１２
月
２４
日

第
２６３４

号
外
２

８


